様式第１号（第２条関係）
(表)

	社会福祉法人設立認可申請書

	設立者又は

設立代表者
	住所
	

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	

	社会福祉法人設立の趣意
	　

	主たる事務所の所在地
	　

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),法人の名称)
	

	事業の種類
	社会福祉

事業
	第１種
	　

	
	
	第２種
	　

	
	公益事業
	　

	
	収益事業
	　


　

（裏）

	資産
	純資産
⑤－⑥
	内訳

	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業
用財産
	④収益事業
用財産
	⑤財産計

①＋②＋③
＋④
	⑥負債

	
	
	①基本財産
	②その他財産
	
	
	
	

	
	円
	　円
	　円
	　円
	　円
	　円
	　円

	役員等となるべき者
	理事

監事

評議員

の別※
	氏名
	親族等特殊関係者の有無
	役員の資格等（該当に○）
	他の社会福祉法人の理事長への就任状況

	
	
	
	
	事業経営識見
	地域福祉関係
	管理者
	事業

識見
	財務管理識見
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	有無
	法人名

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※　理事のうち、理事長予定者については、○を付けること。

（注意）

　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
　２　記載事項が多いため、この様式によるこができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。

　３　この申請書には、社会福祉法施行規則第２条第２項各号に掲げる書類を添付すること。

　

様式第２号（第２条関係）

社会福祉法人設立認可可否決定通知書

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

設立者又は

設立代表者
　　住所

　　氏名　　　　　　　　　　様

糸島市長　　　　　　　　　　印　　

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった社会福祉法人設立認可について、社会福祉法第32条の規定により次のとおり決定したので通知します。

１　認可する。

２　認可しない。

　　理由

１　この決定に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に糸島市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

２　この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、糸島市を被告として（訴訟において糸島市を代表する者は糸島市長となります。）、処分の取消しの訴えも提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

３　上記２の処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求をした場合にも提起することができます（当該処分の取消しの訴えは、この決定後当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。なお、審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内であっても、審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

様式第２号の２(第２条関係)

第　　　　　号　

社会福祉法人設立認可書

(法人所在地)　　　　　　　　　　　　

(法人名称)　　　　　　　　　　　　　

設立代表者　　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった社会福祉法人　　　　　　の設立を社会福祉法(昭和26年法律第45号)第32条の規定により認可する。

年　　月　　日　

糸島市長　　　　　　　　　印　

様式第３号（第２条関係）

社会福祉法人財産移転完了報告書

　　年　　月　　日

糸島市長　様

主たる事務

所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　
　当法人に対する財産の移転を　　　年　　月　　日に完了したので、社会福祉法施行規則第２条第４項の規定により、次のとおり報告します。

	財産が当法人に移転したことを証明する書類
	

	備　　考
	


【提出書類】

①財産目録（必須）…設立認可申請書の添付書類と同一のもの

②資金収支計画書（必須）

③受領書(写)…現金等の動産の贈与があった場合、その寄付者に対して発行したもの

④残高証明

⑤預金通帳（写）

⑥不動産登記全部事項証明書…社会福祉法人に権利が移転していること

⑦法人履歴事項全部証明書
様式第４号（第３条関係）　　

(表)

	社会福祉法人定款変更認可申請書

	申請者
	主たる事務所の所在地
	

	
	ふりがな
名 称
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	

	定款変更の内容及び理由
	内　容
	理　由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	　
	　
	　


(裏)

	定款変更の内容及び理由
	内　　容
	理　由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	　
	　
	　


（注意）

　　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

　　２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。

　　　　また、変更前の条文と変更後の条文を対比表とすることが困難な場合には、対比表の形式によらないことも差し支えないこと。

３　この申請書は、社会福祉法施行規則第３条第１項各号に掲げる書類を添付するとともに、当該定款変更の内容に応じ、同条第２項又は第３項に規定する書類を添付すること。

　　

様式第５号（第３条関係）

社会福祉法人定款変更認可可否決定通知書

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

主たる事務

所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　様
糸島市長　　　　　　　　　　印　　

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった社会福祉法人の定款変更の認可について、社会福祉法第45条の36第３項において準用する同法第32条の規定により次のとおり決定したので通知します。

１　認可する。

２　認可しない。

　　理由

１　この決定に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に糸島市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

２　この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、糸島市を被告として（訴訟において糸島市を代表する者は糸島市長となります。）、処分の取消しの訴えも提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

３　上記２の処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求をした場合にも提起することができます（当該処分の取消しの訴えは、この決定後当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。なお、審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

様式第６号（第４条関係）

社会福祉法人定款変更届

　　年　　月　　日

糸島市長　様

主たる事務

所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　
　当法人の定款を変更したので、社会福祉法第45条の36第４項の規定により次のとおり届け出ます。

	変更した事項
	変更前の条文
	変更後の条文

	
	
	

	変更した年月日
	

	変更した理由
	


様式第７号（第５条関係）
　

	　　認可
　　　　　　　　　　　社会福祉法人　解散　　　　　申請書

　　認定

	申請者
	主たる事務所

の所在地
	

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),名称)
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	

	解散する理由
	　

	資産
	純資産
⑤-⑥
	内訳

	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業用財産
	④収益事業用財産
	⑤財産計
①＋②＋③＋④
	⑥負債

	
	
	①基本財産
	②その他財産
	
	
	
	

	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円


	残余財産
処分方法
	　


（注意）

　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

　２　この申請書には、社会福祉法施行規則第５条第１項第１号から３号に掲げる書類を添付すること。

様式第８号（第５条関係）

社会福祉法人解散認可(認定)可否決定通知書

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

主たる事務

所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　様

糸島市長　　　　　　　　　　印

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった社会福祉法人の解散の認可(認定)について、次のとおり決定したので通知します。

１　認可(認定)する。

２　認可(認定)しない。

　　理由

１　この決定に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に糸島市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

２　この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、糸島市を被告として（訴訟において糸島市を代表する者は糸島市長となります。）、処分の取消しの訴えも提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

３　上記２の処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求をした場合にも提起することができます（当該処分の取消しの訴えは、この決定後当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。なお、審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

様式第９号（第６条関係）

社会福祉法人解散届

　　年　　月　　日

糸島市長　様

主たる事務

所の所在地

名　　　称

清算人氏名　　　　　　　　　
　社会福祉法人を解散したので、社会福祉法第46条第３項の規定により次のとおり届け出ます。

	法人の名称
	

	主たる事務所の所在地
	

	理事長氏名
	

	解散年月日
	

	解散した理由
	


様式第10号（第７条関係）

　

(表)

	社会福祉法人合併認可申請書(吸収合併用)

	申請者
	主たる事務所の所在地
	

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),名称)
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	主たる事務所の所在地
	

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),名称)
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	

	合併する理由
	　

	ふりがな

合併により消滅する

法人の名称
	　

	合併後存続する法人
	主たる事務所の所在地
	　

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),法人の名称)
	　

	
	事業の種類
	社会福祉事業
	第1種
	　

	
	
	
	第2種
	　

	
	
	公益事業
	　

	
	
	収益事業
	　


　

（裏）

	合併後存続する法人
	資　産
	純資産
⑤－⑥
	内訳

	
	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業用財産
	④収益事業用財産
	⑤財産計
①＋②＋③＋④
	⑥負債

	
	
	
	①基本財産
	②その他

財産
	
	
	
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	役員等
	　
	理事監事評議員の別※
	氏名
	親族等特殊関係者の有無
	役員の資格等(該当に○)
	他の社会福祉法人の理事長への就任状況

	
	
	
	
	
	
	事業経営識見
	地域福祉関係
	管理者
	事業

識見
	財務管理識見
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	有無
	法人名

	
	
	引き続き役員等となる者
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	新たに役員等となる者
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※　理事のうち、理事長については、○を付けること。
（注意）

　　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

　　２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。

３　この申請書には、社会福祉法施行規則第６条第１項第１号から第４号までに掲げる書類を添付すること。

　
様式第11号（第７条関係）

　(表)

	社会福祉法人合併認可申請書(新設合併用)

	申請者
	主たる事務所の所在地
	

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),名称)
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	設立事務

共同執行者
	住所
	

	
	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	主たる事務所の所在地
	

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),名称)
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	設立事務

共同執行者
	住所
	

	
	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	

	合併する理由
	　

	合併により設立する法人
	主たる事務所の所在地
	　

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),法人の名称)
	　

	
	事業の種類
	社会福祉事業
	第1種
	　

	
	
	
	第2種
	　

	
	
	公益事業
	　

	
	
	収益事業
	　


　(裏)

	合併により設立する法人
	資産
	純資産
⑤－⑥
	内訳

	
	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業

用財産
	④収益事業

用財産
	⑤財産計

①＋②＋③

＋④
	⑥負債

	
	
	
	①基本財産
	②その他財産
	
	
	
	

	
	
	円
	　円
	　円
	　円
	　円
	　円
	　円

	
	役員等となるべき者
	理事

監事

評議員

の別※
	氏名
	親族等特殊関係者の有無
	役員の資格等（該当に○）
	他の社会福祉法人の理事長への就任状況

	
	
	
	
	
	事業経営識見
	地域福祉関係
	管理者
	事業

識見
	財務管理識見
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	有無
	法人名

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※　理事のうち、理事長については、○を付けること。

（注意）

　　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

　　２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。

３　この申請書には、社会福祉法施行規則第６条第１項第１号から第４号までに掲げる書類を添付すること。

　
様式第12号－１（第７条関係）

社会福祉法人合併認可可否決定通知書（吸収合併）
第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

主たる事務所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　様

主たる事務所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　様

　糸島市長　　　　　　　　　　印

　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった社会福祉法人の合併の認可（吸収合併）について、社会福祉法第50条第４項において準用する同法第32条の規定により次のとおり決定したので通知します。
１　認可する。

２　認可しない。　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　この決定に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に糸島市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

２　この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、糸島市を被告として（訴訟において糸島市を代表する者は糸島市長となります。）、処分の取消しの訴えも提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

３　上記２の処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求をした場合にも提起することができます（当該処分の取消しの訴えは、この決定後当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。なお、審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

様式第12号－２（第７条関係）

社会福祉法人合併認可可否決定通知書（新設合併）

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

主たる事務所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　様

主たる事務所の所在地

名　　　称

理事長氏名　　　　　　　　　様

　糸島市長　　　　　　　　　　印

　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった社会福祉法人の合併の認可（新設合併）について、社会福祉法第54条の６第３項において準用する同法第32条の規定により次のとおり決定したので通知します。
１　認可する。

２　認可しない。　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　この決定に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に糸島市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

２　この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、糸島市を被告として（訴訟において糸島市を代表する者は糸島市長となります。）、処分の取消しの訴えも提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

３　上記２の処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求をした場合にも提起することができます（当該処分の取消しの訴えは、この決定後当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。なお、審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

様式第13号（第８条関係）

社会福祉法人清算人就任登記完了届

　　年　　月　　日

糸島市長　様

主たる事務

所の所在地

名　　　称

清算人氏名　　　　　　　　　
　次のとおり清算人の就任（就職）があり、清算人就任登記を行いましたので、社会福祉法第46条の６の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

【清算人就任による届出（社会福祉法第46条の６第４項）】

	区分
	氏名
	住所
	電話番号
	就任年月日

	清算人
	
	
	
	


【清算中における清算人就職による届出（社会福祉法第46条の６第５項）】

	区分
	氏名
	住所
	電話番号
	就退任年月日

	新清算人
	
	
	
	

	旧清算人
	
	
	
	


添付書類

　登記事項証明書

様式第14号（第８条関係）

社会福祉法人清算結了届

　　年　　月　　日

糸島市長　様

主たる事務

所の所在地

名　　　称

清算人氏名　　　　　　　　　
　　次のとおり清算を結了しましたので、社会福祉法第47条の５の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
	解散時の資産総額
	　

	解散及び清算諸費
	　

	内訳
	解散事務費
(登記、公告など)
	　

	
	借入金の清算
	　

	
	未払金の清算
	　

	
	その他
	　

	差引残余財産の額
	　

	上記残余財産の処分方法
	　


　添付書類
　　1　登記事項証明書
　　2　残余財産の帰属を明らかにする書類
様式第15号（第９条関係）　

	基本財産処分承認申請書

	申請者
	主たる事務所の所在地
	　

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),名称)
	　

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	　

	基本財産処分の内容
	

	基本財産を

処分する理由
	　

	処分物件
	　


（注意）

　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

　２　基本財産処分の内容欄には、処分の種類(売却、賃貸等)、処分の相手方(買主、借主等)、処分の対価(売買価格、賃貸料等)等を記載すること。

　３　処分物件の欄には、処分する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、各棟の所在地、種類、構造及び床面積並びに申請時における具体的な用途を、土地については、各筆の所在地、地目及び地積並びに申請時における具体的な用途を記載すること。

　４　この申請書には、次の書類を添付すること。

　　(1)　定款に定める手続を経たことを証明する書類

　　(2)　財産目録

　　(3)　基本財産の権利の所属についての登記所、銀行等の証明書及び不動産を評価するに十分な資格を有する者の作成した価格評価書又はこれに準ずる書類

　５　この申請書の提出部数は、正本１通、副本１通とすること。
　
様式第16号（第９条関係）　

	基本財産担保提供承認申請書

	申請者
	主たる事務所の所在地
	　

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),名称)
	　

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請年月日
	　

	資金借入れの理由
	

	借入金で行う事業の概要
	

	資金計画
	

	担保提供に係る借入金
	借入先
	

	
	借入金額
	

	
	借入期間
	

	
	借入利息
	

	
	償還方法
	

	
	償還計画
	

	担保物件
	　


（注意）

　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

　２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。

　３　償還計画の欄には償還についての年次計画を記載するとともにその償還財源を明記すること。

　４　担保物件の欄には、担保に供する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、各棟の所在地、種類、構造及び床面積並びにその具体的な用途を、土地については、各筆の所在地、地目及び地積並びにその具体的な用途を記載すること。なお、既に担保に供している物件を更に担保にするときは、その旨を付記すること。

　５　この申請書には、次の書類を添付すること。

　　　(1)　定款に定める手続を経たことを証明する書類

　　　(2)　財産目録

　　　(3)　基本財産の権利の所属についての登記所、銀行等の証明書及び不動産を評価するに十分な資格を有する者の作成した価格評価書又はこれに準ずる書類

　　　(4)　償還財源として寄附を予定している場合は、法人と寄附者の間の贈与契約書の写し

　６　この申請書の提出部数は、正本１通、副本１通とすること。

　７　資金借入れ以外の理由で、基本財産を担保に供する場合には、この様式によらないで、適宜申請書（左横書きとし、用紙は日本産業規格Ａ列４番とする。）を作成すること。

　
様式第17号（第10条関係）
[image: image3.emf]１．「活用可能な財産の算定」

項目 金額 手入力（必須入力）するセルです（※「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」搭載版では、他シートを参照するための計算式が設定されていますので、手入力は不要となります。）

資産（a）

負債（ｂ） 計算式が設定されており、入力することはできません。

基本金（ｃ）

国庫補助金等特別積立金（ｄ） 手入力するセルです。（不明の場合は、記載要領に従って入力してください）

合計（a－ｂ－ｃ－ｄ） 0

合計額を算出するための計算式が設定されており、入力することはできません。

２．「社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等」

プルダウンリストから選択するセルです。直接入力することはできません。

（１）財産目録における貸借対照表価額

合計（a）

（２）対応負債

項目 金額

１年以内返済予定設備資金借入金

１年以内返済予定リース債務

設備資金借入金

リース債務

合計（ｂ） 0

（３）合計

項目 金額

財産目録合計（a） 0

対応負債合計（ｂ） 0

対応基本金（ｃ） 0

国庫補助金等特別積立金（ｄ） 0

合計（a－ｂ－ｃ－ｄ） 0

３．「再取得に必要な財産」

（１）将来の建替費用 （２）大規模修繕に必要な費用

一般的１㎡当たり

単価（a）

当該建物の建設時の取

得価額（b）

建設時延べ床

面積（c）

a/（b/c）

建設時自己資金

（d）

d/b

- 250,000 - - - 22%- - 22.0%- - 30%- - - -

- 250,000 - - - 22%- - 22.0%- - 30%- - - -

- 250,000 - - - 22%- - 22.0%- - 30%- - - -

- 250,000 - - - 22%- - 22.0%- - 30%- - - -

- 250,000 - - - 22%- - 22.0%- - 30%- - - -

合計 0 0

※　割合は小数点第4位四捨五入。

※　行が不足する場合は適宜追加すること。

（３）設備・車輌等の更新に必要な費用

合計

（４）合計

項目 金額

将来の建替費用 0

大規模修繕に必要な費用 0

設備・車輌等の更新に必要な費用 0

合計 0

４．「必要な運転資金」

項目 金額 月数 合計額

年間事業活動支出 12 3 0

５．「計算の特例」

項目 金額 月数 合計額

年間事業活動支出 - 12 12 -

６．「社会福祉充実残額」

項目 金額

活用可能な財産 0

社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等 0

再取得に必要な財産 0

必要な運転資金 0

計算の特例

合計 0

７．「現況報告書に記載する「社会福祉充実残額」」

項目 金額

社会福祉充実残額 0

社会福祉充実計画用財産

合計 0

社会福祉充実残額算定シート

財産の名称等 取得年度

建設時延べ床面積

（小数点以下第４位を

四捨五入）

建設時自己資金 大規模修繕実績額 減価償却累計額

建設単価等上昇率 自己資金比率

合計額

一般的大規模修繕

費用比率

（b）

大規模修繕実績額 合計額①

※大規模修繕額が不明な場合

合計額

（①、②のいずれか）

貸借対照表価額

（c）

合計額②

（（a×b）×

c/（a＋c））

①、②のいずれか

高い方の率

③一般的自己

資金比率

④建設時自己資金比率

③、④のいずれか

高い方の率

減価償却累計額

（a）

控除対象財産計

計算の特例適用



※「５．計算の特

例」の適用有無を変

更する場合、以下の

セルから選択するこ

と。

0

①建設工事費

デフレーター

②１㎡当たり単価上昇率


[image: image4.emf]７．前会計年度に実施した評議員会の状況

(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度に実施した理事会の状況

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度に実施した監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき

　　　事項に対する対応

１０．前会計年度に実施した会計監査(会計監査人による監査に準ずる監査を含む)の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

(1)評議員会ごとの評議員

会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・

会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事

会計監査人



(1)理事会ごとの理事会開

催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事別

の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事



ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円）

①-1拠点区

分コード分

類

①-2拠点区

分名称

①-3事業類型コー

ド分類

①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕

（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

④事業所の土

地の保有状況

⑤事業所の建

物の保有状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）



（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

（イ）修繕費合計額（円）



ア建設費



0



イ大規模修繕



イ大規模修繕



ア建設費



0



ア建設費



0



イ大規模修繕



ア建設費



0

イ大規模修繕



イ大規模修繕



ア建設費



0


[image: image1.emf]１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．地域における公益的な取組(地域公益事業(再掲)含む）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況

（1）社会福祉充実残額等の総額（円）

（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～



ア建設費



0



イ大規模修繕



①-1拠点区

分コード分

類

①-2拠点区

分名称

①-3事業類型コー

ド分類

①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

③事業所の所在地

④事業所の土

地の保有状況

⑤事業所の建

物の保有状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

（イ）修繕費合計額（円）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

イ　大規模修繕

（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）



ア建設費



0



イ大規模修繕



イ大規模修繕



ア建設費



0



イ大規模修繕



ア建設費



0



①-1拠点区

分コード分

類

①-2拠点区

分名称

①-3事業類型コー

ド分類

①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の土

地の保有状況

⑤事業所の建

物の保有状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

（イ）修繕費合計額（円） イ　大規模修繕

（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）



（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）



イ大規模修繕



ア建設費



0



ア建設費



0



ア建設費



0



イ大規模修繕



イ大規模修繕



①取組類型コード分類

➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容



0



0


[image: image2.emf]１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組

　①任意事項の公表の有無

　　㋐事業報告

　　㋑財産目録

　　㋒事業計画書

　　㋓第三者評価結果

　　㋔苦情処理結果

　　㋕監事監査結果

　　㋖附属明細書

(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況

　①事業運営に係る公費（円）

　➁施設・設備に係る公費（円）

　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）

(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況

　①実施者の区分

　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）

　③業務内容

　④費用［年額］（円）

(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況

　①所轄庁から求められた改善事項

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）

① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入

② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入

③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入

④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入

⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）

⑥ 法人独自で退職手当制度を整備

⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない



施設名 直近の受審年度


　様式第18号（第11条関係）

[image: image5.emf]現況報告書（令和 　年4月1日現在）

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称

(8)主たる事務所の住所

(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無

(12)従たる事務所の住所

(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

～

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

５．前会計年度・当会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

(2)施設・事業所職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数



(3-1)評議員の氏名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所

轄庁からの再就職

状況

(3-5）他の社会福祉法人の評

議員・役員・職員との兼務状況

(3-7)前会計年度における評

議員会への出席回数

(3-2)評議員の職業



(14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ



(3-7)理事の

所轄庁からの

再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理事

と親族等特殊

関係にある者の

有無

(3-11)理事報酬等の支給形態

(3-13)前会

計年度におけ

る理事会への

出席回数



(3-1)理事の氏名

(3-2)理事の役職(注)

(3-3)理事長への就任年

月日

(3-4)理事の

常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議

員会議決年月日

(3-6)理事の職業



(3-7)前会計年度におけ

る理事会への出席回数



(注)「(3-2)理事の役職」のうち、「理事長」とは、社会福祉法45条の13第3項で規定する理事長(会長等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

　　　「業務執行理事」とは、社会福祉法45条の16第2項第2号で規定する業務執行理事(常務理事等の他の役職名を使用している法人がある。)である。



(3-1)監事の氏名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況

(3-3)監事選任の評議

員会議決年月日

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況



(1-1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(1-2)前会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

(1-3)前年度

決算にかかる

定時評議員

会への出席の

有無

(2-1)当会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(2-2)当会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）


　様式第19号（第12条関係）

　　　年度～　　　年度　社会福祉法人○○　社会福祉充実計画
１．基本的事項
	法人名
	
	法人番号
	

	法人代表者氏名
	

	法人の主たる所在地
	

	連絡先
	

	地域住民その他の関係者への意見聴取年月日
	

	公認会計士、税理士等の意見聴取年月日
	

	評議員会の承認年月日
	

	会計年度別の社会福祉充実残額の推移
（単位：千円）
	残額総額
（　　　年度末現在）
	１か年度目
（　　　年度末現在）
	２か年度目
（　　　年度末現在）
	３か年度目
（　　　年度末現在）
	４か年度目
（　　　年度末現在）
	５か年度目
（　　　年度末現在）
	合計
	社会福祉充実事業未充当額

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち社会福祉充実事業費（単位：千円）
	
	
	
	
	
	
	
	

	本計画の対象期間
	


２．事業計画
	実施時期
	事業名
	事業種別
	既存・新規の別
	事業概要
	施設整備の有無
	事業費

	１か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	２か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	３か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	４か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	５か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


· 欄が不足する場合は適宜追加すること。
３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果
	検討順
	検討結果

	①　社会福祉事業及び公益事業（小規模事業）
	

	②　地域公益事業
	

	③　①及び②以外の公益事業
	


４．資金計画
	事業名
	事業費内訳
	１か年度目
	２か年度目
	３か年度目
	４か年度目
	５か年度目
	合計

	
	計画の実施期間における事業費合計
	
	
	
	
	
	

	
	財源構成
	社会福祉充実残額
	
	
	
	
	
	

	
	
	補助金
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業収益
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	


· 　本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。
５．事業の詳細
	事業名
	

	主な対象者
	

	想定される対象者数
	

	事業の実施地域
	

	事業の実施時期
	　　　年　月　日～　　　年　月　日

	事業内容
	

	事業の実施スケジュール
	1か年度目
	

	
	2か年度目
	

	
	3か年度目
	

	
	4か年度目
	

	
	5か年度目
	

	事業費積算
（概算）
	

	
	合計
	○○千円（うち社会福祉充実残額充当額○○千円）

	地域協議会等の意見と
その反映状況
	


· 　本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成すること。
６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由
	


　様式第20号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 文 書 番 号 ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
　糸島市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　
社会福祉充実計画の承認申請書
　当法人において、別添のとおり社会福祉充実計画を策定したので、社会福祉法第55条の２第１項の規定に基づき、貴庁の承認を申請します。
（添付資料）

　　・ 　　　年度～　　　年度社会福祉法人○○○社会福祉充実計画

　　・ 社会福祉充実計画の策定に係る評議員会の議事録（写）

　　・ 公認会計士・税理士等による手続実施結果報告書（写）

　　・ 社会福祉充実残額の算定根拠

　　・ その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
　様式第21号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 文 書 番 号 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
　社会福祉法人　　　　　　
　　理事長 　　 　　 様　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　糸島市長　　　　　　　　　　印　　

社会福祉充実計画承認通知書
　　　　年　月　日付け（文書番号）により、貴法人より申請のあった社会福祉充実計画については、社会福祉法第55条の２第１項の規定に基づき、承認することとしたので通知します。
　様式第22号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 文 書 番 号 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
　糸島市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人 　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長 　　 　　 　　

承認社会福祉充実計画の変更に係る承認申請書

　　　　　年　月　日付け（文書番号）により、貴庁より承認を受けた社会福祉充実計画について、別添のとおり変更を行うこととしたので、社会福祉法第55条の３第１項の規定に基づき、貴庁の承認を申請します。
（添付資料）

　　・ 変更後の　　　年度～　　　年度社会福祉法人○○○社会福祉充実計画

　　　（注）変更点を赤字とする、新旧対照表を添付するなど、変更点を明示すること。

　　・ 社会福祉充実計画の変更に係る評議員会の議事録（写）

　　・ 公認会計士・税理士等による手続実施結果報告書（写）

　　・ 社会福祉充実残額の算定根拠

　　・ その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
　様式第23号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 文 書 番 号 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

　社会福祉法人 

　　理事長 　　 　　 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　糸島市長　　　　　　　　　　印　　

承認社会福祉充実計画変更承認通知書
　　　　年　月　日付け（文書番号）により、貴法人より申請のあった社会福祉充実計画の変更については、社会福祉法第55条の３第１項の規定に基づき、承認することとしたので通知します。
　様式第24号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 文 書 番 号 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

　糸島市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人 　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長 　　 　　 　　

承認社会福祉充実計画の変更に係る届出書

　　　　年　月　日付け（文書番号）により、貴庁より承認を受けた社会福祉充実計画について、別添のとおり変更を行うこととしたので、社会福祉法第55条の３第２項の規定に基づき、貴庁に届出を行います。
（添付資料）

　　・ 変更後の　　　年度～　　　年度社会福祉法人○○○社会福祉充実計画

　　　（注）変更点を赤字とする、新旧対照表を添付するなど、変更点を明示すること。

　　・ 社会福祉充実残額の算定根拠

　　・ その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
　様式第25号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 文 書 番 号 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　年　月　日　

　糸島市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人 　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 理事長 　　 　　　　

承認社会福祉充実計画の終了に係る承認申請書

　　　　　年　月　日付け（文書番号）により、貴庁より承認を受けた社会福祉充実計画について、下記のとおり、やむを得ない事由が生じたことから、当該計画に従って事業を行うことが困難であるため、社会福祉法第55条の４の規定に基づき、当該計画の終了につき、貴庁の承認を申請します。
記

（承認社会福祉充実計画を終了するに当たってのやむを得ない事由）
	


（添付資料）

　　・ 終了前の　　　年度～　　　年度社会福祉法人○○○社会福祉充実計画

　　・ その他承認社会福祉充実計画を終了するに当たって、やむを得ない事由があることを証する書類
　様式第26号（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 文 書 番 号 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
　社会福祉法人 　　
　　理事長 　　 　　 様　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　糸島市長　　　　　　　　　　印　　

承認社会福祉充実計画終了承認通知書
　　　　年　月　日付け（文書番号）により、貴法人より申請のあった社会福祉充実計画の終了については、社会福祉法第55条の４の規定に基づき、承認することとしたので通知します。
